





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































0％ ］O％　　　　　　20％　　　　　 30％　　　　　 40％　　　　　 50％　　　　　 60％　　　　　 70％　　　　　 80％　　　　　 90％　　　　　100％
■無解答　■10時間以下　口11～15時間　口16～20時間　■21～25時間　■26～30時間　■31時間以上　圏その他
　家庭一般（生活一般）の総授業時間数では、「101～110時間」の回答が最も多く、そのうち
保育領域に当てる時間数にっいて、「11～15時間」（53．8％）となっており、割合を見ると、
12％前後ということになっている。
　第2章で前述した教科書に占める保育領域の頁数と同じように保育領域の扱いが授業時間
数においても、ほぼ同様の少ない状況にあることが明らかになった。
　21世紀に向かって少子化・高齢化が進む中、人間の発達について扱う領域が「保育」にし
かなくその保育教育の重要性を改めて考えさせられる調査結果であった。
　「21世紀に生きる家族・家庭生活を考えるとき、家庭科教育では、どのような保育教育が
必要だと思いますか。」という設問によりご意見を個条書きに書いていただいた。
　39人の先生方の貴重なご意見と筆者の意見をまとめると、保育の授業を通して、子育てを
母性・父性としてだけではなく男女共学の立場からも、両性として関わり、共同で子育てを
し、責任を持つことの重要性を理解させること、そして、少子化・高齢化問題への対応を考
えさせる能力を育成できるように結びっけることという内容として要約できる。
　教育の現状からみても、いじめ・不登校などが頻繁に発生している。これからの社会では
学校などを含めてますます人間関係の調和が求められてくる。
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　保育関係では、子どもが自立できるような親の関わりが大切で、親の役割を認識できるよ
うな人間関係に関する内容を保育の授業で展開させることが、21世紀に求められ必要とされ
る保育教育であると考えられる。　　　’
　以上のように調査は、家庭科教育における保育教育を考えるという視点から、幅広い調査
内容ではあったが、そこには、これからの保育教育の在り方を示唆する重要なものがあった
と思われる。
　中でも注目すべきことは、今日の段階においてもなお、高校生の男子生徒と女子生徒間に
性差による性別役割分業観等の意識の違いがはっきりみられたことである。このような男女
生徒間の意識の差は、女性の高学歴化・社会進出とともにますます進むことが予想され、今
後家庭科の授業を通して、特に家族・保育領域で、男女共生の社会を構築する意識改革をさ
らに推進させる必要があることが、本調査において明確になった。なお、共学前の大学4年
生と共学後の2年生では、今回の調査内容においては、有意差はほとんど見られなかった。
　ここで新学習指導要領の内容について、改めて見直し考えてみたい。新学習指導要領には、
今までの学習指導要領にみられるような領域的な分類方法ではなく、21世紀に向かって、社
会が著しく変化することにより、起こるべき諸課題に対応できるような新学習内容として構
成されている。その内容は次のように（1）人の一生と家族・家庭、（2）子どもの発達と保育・
福祉、（3）高齢者の生活と福祉、（4）生活の化学と文化、（5）消費生活と資源・環境、（6）ホーム
プロジェクトと学校家庭クラブの6つに分類されている。今まで主流をなしていた食生活・
衣生活・住生活の領域は、（4）生活の化学と文化において項目の一つとしてそれぞれ挙げられ
ている。生活の科学と文化の中で、項目の一っとして生活の文化の伝承と創造、内容として
（3）高齢者の生活と福祉、（5）消費生活と資源・環境が新しく加えられている。新学習指導要
領においては家族の領域は、（1）人の一生と家族・家庭の中で扱われ、項目に人の一生と発達
課題が取り上げられたように、人間の発達の重要性がこの段階になってやっと取り上げられ
るようになったと言えるであろう。保育領域においては、（2）子どもの発達と保育・福祉の中
で扱われ、新学習指導要領においては、「家族」と「保育」の領域は統合されて編成されてい
ない。
　第3章でのアンケートにおいて、家庭科教育の内容として、家族と保育の人間関係に関す
る内容が一番求められていることが明らかなように「家族」と「保育」の領域を統合させ編
成させることにより、人の一生を通して人間の発達を考えることにより、少子化の問題をは
じめ、高齢化の問題まで取り扱うことが可能になる。
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【まとめ】
　本研究では、これまでの家庭科教育について様々なアプローチを行ってきた。その中で保
育教育はどうあるべきか、一定の保育教育理論仮説に基づいて、学習指導要領、新しい教科
書の意図する内容と、家庭科教育に関する各世代（教員・大学生・高校生）の意識の実態を
関連させて考察してきた。
　実際の家庭科教育において「保育教育」は、大きな今日的課題を持っているにもかかわら
ず、指導内容については質的には、保育の技術という面に加えて、家族領域との関係をより
重視した取り扱いが望まれること、そうした視点から量的にも十分ではないことが問題とし
て挙げられよう。今後、さらに生涯を通じて家族や子どもを取り囲む社会との関わりの中で
保育の在り方を考えることが重要である。また、保育の領域では、自己実現を可能とする人
間の発達を扱うこと、子育てに両性として関わり自覚と責任を持つこと、それにより人に関
わる重要性が認識され、少子化や高齢化問題の諸課題を解決できる能力育成を図ることが重
要であろう。
　このような人間関係の新しい展開こそが、21世紀に求められる保育教育になることを願っ
て、本研究のまとめとする。
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